
補助金の終期

【補助対象経費】
　補助金を交付する対象となる経費は，補助対象事業の実施に要する経費とす
る｡ただし，別表に掲げる経費及び補助対象経費とすることが適当でないと区長が
認める経費については，補助対象外とする｡

　別表　補助対象外経費

【補助金額の算定方法】
　補助対象経費に対する補助金の額は，次の表の事業区分に応じ，それぞれ同
表に掲げる補助率及び補助金の限度額により算定した額とし、補助金は，１団体
につき１事業に限り，３年を限度として交付することができるものとする。

平成２８

補助金の目的
及び

補助対象事業

延長回数 0

　自治会・町内会が主体的に行う住民同士の交流活動の新たな取組みを支援し，住民
の自治意識の醸成と自治活動への参画を促進することを目的とする。
　補助金を交付する対象となる事業は，自治会等への加入・未加入にかかわらず，町
内の幅広い世代の住民が気軽に楽しく参加できる住民同士の交流事業で，企画・準
備・実施等に広く住民のボランティアを募るなど，多くの住民の参画を得ながら実施する
新規事業またはリニューアル事業。

回

終期を延長する
理由

       補助金調書

交　付　先

（公募の場合）
応募要件

随時

（非公募の場合）
非公募の理由

□　団体

自治会・町内会が行う、町内の幅広い世代の住民が気軽に楽しく参加できる住民同士
の交流事業で、多くの住民の参画を得ながら実施する新規事業またはリニューアル事
業

自治会・町内会 区分

市民局コミュニティ推進部
コミュニティ推進課

（ＴＥＬ　733-5161　）

担当課
（連絡先）

補助金名 地域デビュー応援事業補助金

（公募の場合）
公募時期

その他の補助金

交付先決定方法 　　□　公募

交付対象経費及び
補助金の算定方法等

補助開始年度

□　定率

年度

（間接補助の場合）
間接補助とする理由
及び再交付先への配

分基準、審査基準

 【間接補助の理由、再交付の配分基準・審査基準】

平成２６ 1年度 年度経過年数

経費区分 内容 

人件費 団体役員・スタッフの手当・賃金等 

団体の経常的な運営費 事務室の賃借料，コピー機のリース料等 

活動内容自体の委託費 
事業の事務，企画，運営，調査などの活動の中心とな

る部分の委託 

食糧費 

団体役員・スタッフの打ち上げ・懇親会等。 

ただし，酒類代を除く事業実施のため必要な，昼食代，

弁当代，茶菓代は補助対象とし，限度額を設定する。 

・昼食代・弁当代 

１人５００円以内（ただし，講師については１人

１，０００円以内とする。） 

・茶菓代 

１人２００円以内 

市外旅費 区長が特に必要と認める場合は，対象とすることがで

きる。 

 

 
事業区分 補助率 補助金の限度額 

新規事業 
１年目 5分の 4以内 100,000円 

2・3年目 2分の 1以内 50,000円 

リニューアル事業 1～3年目 2分の 1以内 50,000円 



件 件 件 件

千円 千円 千円 千円

当該年度

補助金交付
による効果

前々々年度交付状況等
【上段：交付件数】

【下段：決算】
（※１）

前年度

前年度補助事業
の主な実施概要

45,000

前々年度

※１：金額総額であり、複数の団体等に交付している場合、個々の団体等への交付額等を示すものではありま
せん。なお、当該年度は当初予算額を記載しております。また、前年度決算額について、補助額の確定が未了
のものは、交付件数および交付決定額を外数として（）書きで記載しております。


	様式【新】

